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1．はじめに

　この論文では，新しい手法を用いて相続を通

じた世代間移転の推計を行った．推計結果によ

れば，1994年における一世帯当たりの遺産額は

1億円程度とかなり巨額である．したがって，

家計の貯蓄行動を説明する場合，何らかの種類

の遺産動機を考慮する必要がある．遺産額の推

計が難しかった理由はデータの制約のためであ

る．まず，非課税遺産については統計が存在し

ない．一方，課税遺産に関しては相続税統計で

把握できるが，課税対象となる人の割合はごく

わずかであり，しかも，その正確な数字がわか

らない．さらに，相続税統計で観察される課税

遺産には「二重計算」の問題がある．この論文

では，資産分布関数のパラメータを推計すると

いう手法を用いることでこうした問題をうまく

回避した．以下では，2．において推計上の問

題点を述べ，3。において世代間移転の推計方

法について説明し，4．において推計結果を報

告する．

2．推計上の問題点

　Kotlikoff　and　Sumlners（1981）の推計によれ

ば，アメリカの家計資産のきわめて大きな割合

（81％）が世代間移転によるものであり，ライフ

サイクル貯…蓄によるものは小さいという．しか

し，彼らの推計に問題が無いわけではない．ま

ず，ライフサイクル貯蓄の概念そのものに関し

ては，Modigliani（1988）とKotlikoff（1988）の

間で論争が行われ’た．また，麻生・神谷（1998）

では，ライフサイクル的に行動している人の割

合が多いと，Kotlikoff　and　Summersの推計は

ライフサイクル貯蓄を過小に推計してしまうこ

とを指摘している．

　Barthold　and　Ito（1992）は，相続税データを

用いるという方法で相続の大きさを推計した．

それによれば，日本では家計の保有する土地資

産のおよそ40％，金融資産の28％程が相続に

よるものである．なお，この論文で用いられ’る

推計方法は，基本的にはBarthold　and　Itoのア

イデアを発展させたものである．以下で述べる

ように，相続税統計の二重計算：の問題，非課税

遺産の推計に関しては，資産分布を推計すると

いう手法で彼らの手法を改善した．以下では，

相続税統計の利用の際の問題点を述べよう．

　相続税統計で注意すべきは，世代間移転の二

重計算の問題である．夫婦の死亡は通常，同時

ではないから，子供への移転は2回発生する．

資産が十分大きい場合には相続税は2回課され

ることになる．したがって，相続税統計から世

代間移転を推計する際には，1回目の移転と2

回目の移転を識別する必要がある．しかし，相

続税統計では，配偶者控除を受けた相続人数が

わかるだけで（これはたぶん1回目の移転であ

ろう），相続税の課税対象となった資産のうち，

どの程度の資産が配偶者控除の適用を受けた資

産なのか，あるいはその場合の資産分布につい

ての情報は得られない．

　さて，世代間移転の推計で第2に注意すべき

なのは，高額資産保有者の扱いである．彼らは

人数の比率としては小さいが，資産シェアーに

ついては大きい．標本に基づく調査では，高額

資産保有者の標本数が十分でないという問題が

ある．また，自己申告に基づく調査では，高額

資産保有老の回答が過少になりがちだという問

題がある．後者の問題が重要ならば，このよう

な調査に基づいた世代間移転の推計は過少推計



　290　　　　　　　　　　　　　　　　　経　　済

のおそれがある．これらの点において，相続税

統計は優れている．死亡者のみの，しかも相続

税の対象となる高額資産保有者のみの情報では

あるという欠点はあるものの，相続税対象者に

ついての標本調査ではなく全数調査であるとい

う利点がある．また，過少申告のバイアスも存

在しない．もちろん，生前贈与や相続税の対象

外の移転（教育投資や事業の継承）については捕

捉できないので，完全に下方バイアスが無いと

は言えない．しかし，「貯蓄動向調査」や「全国

消費実態調査」などの他の調査に比べると，バ

イアスの問題は少ないと思われる，

　さて，相続税統計を利用することで，相続税

の課税対象となる世代間移転に関する情報を得

ることができる．しかし，相続税の課税最低限

が高いため，世代間移転のかなりの部分が相続

税の課税から免れている．そこで，非課税層の

世代間移転を何らかの統計で補う必要がある．

もし，高齢者の死亡確率と資産分布が独立なら

ば，非課税層の世代間移転は高齢者世帯の資産

分布を推計することで求められる．このために

は，世帯主年齢別の資産分布の情報が必要であ

る．この論文においては「全国消費実態調査」

（平成6年）を用いた．残念なことに，過去の
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「全国消費実態調査」では総資産の分布はわか

らない（金融資産と住宅・土地資産の分布が

別々に報告されている）．また，他の調査，例え

ば，「貯蓄動向調査」では，家計の実物資産を含

んだ総資産保有額の分布がわからない．したが

って，この論文では，「全国消費実態調奪」のデ

ータが利用可能な平成6年（1994年）時点にお

ける相続額の推計を行う．

　　　　3．世代間移転の推計方法

　世代間移転の推計方法を述べる前に，実際の

資産分布がどうなっているかをみておこう．図

1は1980年から1988年までの相続税対象資産

の分布をグラフにしたものである．横軸に資産

額をとり，縦軸に被相続人の累積相対度数をと

っている．グラフからわかることは，1988年を

例外として（相続税の改正の影響と思われる），

グラフの形状が驚くほど一致していることであ

る．1989年以降は，相続税統計の資産階級の刻

みが変わったためグラフには掲載していないが，

同様のグラフを作成してみると，1989年以降も

資産分布の形状が驚くほど一致していた．つま

り，資産分布は，少なくとも高額資産に関して

はかなり安定しているのである．

図L相続税対象資産の分布80－88年

100％

90％

　80％
被

相70％
続

人60％
数

累50％
三

相40％
十

度30％
数

　20％

10％

0％

　0

と
@ゴーr　　．』　　r

ノ／　♂、
μ／

1ノ／、

、目

@’　　「　　　　　　　　　　　　　　1　　　、　　　　　　　　ト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

100 200　　　　　　　　300　　　　　　　　400

　　課税価格100万円

500 600

＋80
＋81
＋82
＋83
＋84
＋85
＋86
－87
－88



相続を通じた世代間移転

　資産分布関数を推計することで，相続による

世代間移転の推計を行うことがこの論文の目的

である．相続は通常2回発生する．既に述べた

ように，相続税統計で利用可能なデータは1回

目の移転と2回目の移転が混合されたデータで

ある．しかし，1回目の移転時の資産分布と2

回目の移転時の資産分布には単純な関係があり，

これを利用すると，相続税統計から資産分布の

真のパラメータを推計することができる．以下

では，このことを説明する．また，この論文で

は，一般の資産保有者と高額資産保有者では異

なる資産分布を当てはめるが，これらの分布を

接合し，1世帯当たりの世代間移転を計算する

方法も説明する．なお，一般の資産保有者の資

産分布は対数正規分布でうまく近似できること

が経験的に知られている．一方，高額資産保有

者については，分布の形状から判断すると，パ

レート分布が適切ではないかと思われる．

3．1　1回目の移転と2回目の移転の資産分布

　　の関係

　1回目の移転と2回目の移転の関係を求める

ために，以下の仮定をおく．まず，夫婦のうち，

夫が先に死亡する．この段階で，妻名義の資産

は存在せず，夫の資産は，一部は妻に移転され，

残りは子供に移転される．妻と子供の配分方法

は，法定相続分と等しいものとする（この配分

方法が最も税負担が少ない）．妻は法定相続分

を相続し，そのうちの一定割合を消費する．そ

して消費されなかった分が子供に遺産として残

る．結局，世代間移転は最初の移転で直接子供

に移転される分と，妻を経由して子供に移転さ

れる分の合計となる．

　さて，1回目の移転時の資産額を灘としよう．

相続人が妻と子供の場合，妻の法定相続分は

1／2である．妻が相続した資産は妻が一定割合

を消費して子供に残されるが，この消費割合を

。で表そう．すると，妻の死亡時の資産gは次

の式で表され，る．

　　　2＝0．5（1－o）辺…≡θ灘　　　　　　　　　　（1）

ここで，θは，妻を経由して子供に移転され’る

資産の比率である．θの値は0から0．5の間の
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値をとる（妻が相続した資産を全く消費しなけ

れば0．5，全部消費すれ，ぱ0となる）．

　さて，2回目の移転時（妻の死亡時）の資産分

布は変数変換の公式を用いて，1回目の移転時

の資産分布から求めることができる．1回目の

移転時の資産分布の密度関数を！⑰），2回目

の移転時のそれを夙g）とすれば，それは次の

関係を満たすものである．

　　ぬ（9）＝∫（必）｛血／ぬ＝θ一1∫（θ一12）　　（2）

3．2　対数正規分布のケース

　一般の資産保有者の資産分布は対数正規分布

の当てはまりが良いことが経験的に知られてい

る．∬を資産額，μ，σ2を資産の対数値の平均，

分散だとすると，1n必は平均μ，分散σ2の正規

分布に従う．1回目の移転時の密度関数を

∫（の，2回目の移転時のそれ，を雇のとすると，

それらは，

∫ω＝（⑫万（π）一1

・exp［一〇．5σ一2（ln∬一μ）2］

乃ω一（飯αじ）一1

・exp［一〇．5σ一2（1n認一（μ十lnθ））2］

（3）

（4）

で与えられる（なお，（4）は（2）と（3）から導かれ’

る）．つまり，2回目の移転時の資産分布は，資

産の対数値が平均μ＋1nθ，分散σ2の正規分布

に従う．

3．3パレート分布のケース

　相続税の対象となるようなある一定以上の高

額資産の分布はパレート分布にしたがうとした．

パレート分布の密度関数は次の式で与えられる

（∬≧蜘の範囲において）．

　　　〆（∬）　＝　（αβo）（コσo∠躍）α＋1　　　　　　　　　（5）

　パレート分布は，蜘とαの二つのパラメー

タで記述できる分布である．鋤はパレート分

布にしたがう変数の下限を示している．この場

合，2回目の移転時の資産分布の密度関数は，即

≧θ蜘において，

　　　ぬ（認）　＝　（α／θ認。）（θ認。んじ）α＋1　　　　　　（6）

となる．∫（のとパラメータαの値は同一で，
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距の値がθ鋤に変化しただけの違いがある．

3．4　集計問題

済　　研　　究

　相続税統計で観察される資産分布は，ノ’⑰）

と乃＠）の混合である．蜘，θ娩はそれぞれの

パレート分布の下限であるとしよう．また，銑

を1回目の移転時の基礎控除額，』r2を2回目の

移転時の基礎控除額であるとし，それぞれ鋤，

娩以上の移転のみが観察されるものとしよう．

ただし，銑〉∬。〉挽〉θ娩であるとする1）．現実

に観察される分布は，基礎控除より多い資産を

持つ分布である．さて，以下では〆＠）と

雇のの両者が混合しているときでも，回帰分

析を用いて，パラメータαを正しく推計するこ

とができることを示そう．

　まず，それぞれの移転において，基礎控除額

よりも高い資産を保有している確率は，1－

F（即1），1一π（即2）である．ここでジF（∬），

E⑰）は1回目および2回目の移転時の資産の

分布関数である．相続税統計で観察される資産

分布の密度関数をg（のとしよう．g（④は

∫（のと雇のの加重平均である．したがって，

∬〉銑のみの範囲の分布を考えるならば，g（の

は

　　　9ω＝∫｛［1－F＠、）］一1！ω

　　　　垂々［1－H（∬2）］一11z（即）｝　　　　　　　　（7）

と表すことができる，ここで，んは1回目の移

転と比較した2回目の移転の数の比率（1回目

の移転と2回目の移転の時期は離れているため，

母数が異なる），5は密度関数の性質を満たす

ための定数，つまりg（のを積分して1にする

ための調整項である．εを計算すると次の通り

となる．

　　　s一∬1α／（躍、α且々・∬2α）　　　　（8）

（7），（8）を用い，g（∬）を実際に計算すると次

の通りになる．

　　　9（即）　＝　（α幽1）（∬1々）α＋1　　　　　　　　　（9）

つまり，g（のもパレート分布に従い，しかも，

分布のパラメータαは保存される．このこと

から，現実に観察される分布から，求めるパラ

メータαを推計できることがわかる．

3．5　全体の資産分布

　さて，対数正規分布の密度関数を1（即：μ，σ），

パレート分布のそれをρ＠：蜘，α）としよう．

ただし，μ，σ，蜘，αはそれ’それの分布のパラ

メータである（意味は（3），（5）式と同じ）．そし

て，これらを結合させてできる全体の資産分布

の密度関数を求めよう．求める密度関数∫＠）

は，σとγをウェイトとして次のように表すこ

とができる．

　　　∫ω一｛σ・1（∬：μ，σ）7・ρ（∬＝∬。，α）鑑：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）

ただし，σ，7は次の条件を満たす必要がある．

　　　∫．．ノ（二一・∬01（・・μ，・）砒

　　　　＋・∬ρ＠・鋼）ぬ一・　（・1）

　　　（7・1（∬o：μ，σ）＝γ・カ（躍。：∬o，｛z）　（12）

（11）は密度関数の性質を満たすための条件であ

り，（12）は，∬＝蜘における連続性の条件であ

る．さらに，蜘はパラメータ4を用いて次の

ように表せたとする，

　　　ln　Jro＝μ十面　　　　　　　　　　 （13）

（11），（12），（13）式をσ，γについて解くと次

の結果を得る．

　　　σ＝∠z［（飯σ）一1exp（一〇r2／2）

　　　　　一トα・の（01）］一1　　　　　　　　　　　　　（14）

　　　7＝（飯σ）『1exp（一〇12／2）

　　　。［（》翫σ）一lexp（一〇12／2）十α・の（4）］一1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）

ここで，の（）は標準正規分布関数を表す．な

お，σと7は4，α，σの関数であることもわか
る．

　（10），（14），（15）式で全体の資産分布の密度

関数が求められた．これを用いて，1世帯当た

りの世代間移転の期待値E（Bl〃）が計算でき

る（導出はAppendixを参照のこと）．

　　　E（BI〃）＝（1－c／2）exp（μ十σ2／2）

　　　・［σ・の（4一σ）＋γ・α（α一1）一1

　　　　・exp（ob一σ2／2）］　　　　　　　　　　（16）

　この式の意味は次のとおりである．まず，

1－o／2は，夫の死亡時の資産がどのくらい子供
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に移転されるかを表す比率である（oは妻の消

i費割合を表していた）．また，exp（μ十σ2／2）

は，資産額の全ての範囲において対数正規分布

が当てはまるとした場合での資産の平均値であ

る．したがって，［］の中はパレート分布を

考慮することで，資産の平均値が何倍になるか

を表す乗数と考えることができる．これ，を

M（4，σ，ので表すと，

　　　」4（4，σ，α）一α・の（ゴーσ）

　　　　十γ・α（α一1）一lexp［olσ一σ2／2］　（17）

となる．4，σ，αが時間を通じて安定的ならば

M（げ，σ，α）は定数になる．その場合，（16）式

からわかるように，μの値の変化がわかれば，

一世帯当たりの移転額の時系列的な変化を簡単

に求めることができる．αの値は安定的な可能

性があるので，M（4，σ，α）が安定的かどうか

はσに依存する．残念ながら，データの制約か

ら，家計の総資産に関してσの値の時系列七変

化を調べることは現在のところできない．

4．推計結果

4。1　対数正規分布

　まず，全国消費実態調査のデータから，対数

正規分布のパラメータμとσ2を推計するため

には，次の式を推計すれ，ぱよい．

　　　CFガーの（α＋β1n銑）一＋z吻

　ここで，CFど（）は累積相対度数，φ（）は標

準正規分布関数，銑は資産額，殆は誤差項を表

す．添え字ゴはか番目のオブザベーションを表

す．α，βが回帰分析において推定される係数
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である．μ＝一α／β，σ＝1∠βから求めるパラメ

ータが得られる．

　対数正規分布の当てはめの結果が表1にまと

められている．データは「全国消費実態調査」

（平成6年）の世帯主年齢階級別資産額を用いた．

回帰分析は表にあるように5通りが行われてい

る．そして，当てはめられた分布と現実の分布

の比較も行ってみたが，総資産が1000万円未

満の当てはまりは必ずしも良くないが，それ以

上の水準の当てはまりはきわめて良好である．

低資産層で当てはまりが悪いのは，住宅・宅地

資産のぜロ保有が現実にはあるが，推計におい

てはそれを考慮していないからである．しかし，

これはこの論文の推計結果に大きな影響を与え

るとは考えられない．なお，参考までに年齢階

級別総資産額の平均値を報告しておくと，50歳

代では6300万円，60歳計で8100万円，70歳以

上になると9200万円を超えている（全世帯の場

合）．勤労者世帯に限っても，総資産額は5500

万円から7800万円である．そして，総資産に

占める住宅・土地資産の割合は7割から8割に

も達している．なお，資産の平均保有高は都市

規模や地域によってかなり異なる．1994年の

「全国消費実態調査」によれ，ば，全国平均の総資

産額（全年齢）は5400万円ほどだが，東京都区

部では8500万円，3大都市圏では6800万円で

ある．一方，町村では3700万円ほどでしかな

い．東京都区部は全国平均の1．6品目3大都市

圏や大都市では1．3倍であり，町村では0．7倍

である．この都市規模や地域による資産格差の

表1．資産分布の推計結果（対数正規分布）

（1） （2） （3） （4） （5）

係数　　’値 係数　　’値 係数　　’値 係数　　’値 係数　　’値

α 一8，123　－19．3 一8．024　－35．9 一8．033　－32．8 一8．554　－22．1 一7．559　－30．5

わ 0．964　　18．8 0．971　　35．5 0．942　　31．8 1．004　　21．5 0．886　　29．5

age60 一〇．25　　－6．7

age70 一〇．24　　－6．4

対数尤度 43．25 59．64 41．29 20．86 23．47

サンプル数 24 24 16 8 8

世帯主年齢 50歳以上 50歳以上 60歳以上 60歳 70歳

パラメータ

μ 8，431 8，263 8，524 8，516 8，532

σ 1，038 1，030 1，061 0996 1，129

注）　モデル：α＋がln（∬）＝（ln（の一μ）／σ．　age60，　age70は年齢ダミー．『全国消費実態調査』1994年，総資産，
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表2．相続税対象者の資産分布

経　　済　　研　　究

謝
職
蹴
號
認
…
蜘
蹴
蹴
予
予
…
㎜
謝
三
里

1
1
1
1
1
1
1
1
1
■
1
1
1
1
1
1
1
1
1
冒
1
1
1
1
1
1
1

定数　’値　1n∬　’値　adj　R2自由度　α

5．422　17．13　　－1．461　　－23．03　　　0．991

5．088　16．72　　－1．371　　－22．48　　　0．990

5．035　16．56　　－L355　　－22．23　　　0．990

4．993　16．75　　－1．344　　－2250　　　0．990

4．941　17．08　　－1．331　　．一22．96　　　0．991

4，837　18．22　　－1．304　　－24．51　　0．992

4．846　17．48　　－1．306　　－23，50　　　0．991

4．673　　17．22　　－1．259　　－23．14　　　0．991

4．056　　10．73　　－1．066　　－14．07　　　0．975

5．878　16．48　　－1．523　　－22．25　　　0．992

5，508　15．88　　－1．428　　－2L46　　　0．991

5．444　15．60　　－1．412　　－21．08　　　0．991

5．403　15．75　　－1．401　　－21．27　　　0．991

5．344　16．01　　－1．387　　－21．65　　　0．992

5．224　17，64　　－1，357　　－23．88　　　0．993

5．240　16，91　　－1．359　　－22．85　　　0．992

5．053　16．43　　－1．311　　－22．20　　　0．992

4．513　10．67　　－1．140　　－14．05　　　0，980

5，610　30．44　　－1．271　　－40．92　　0．997

5．452　24．02　　－1．231　　－32．17　　　0．995

5．179　23．18　　－1．169　　－31．03　　　0．995

6．584　21．31　　－1．349　　－28．06　　0．994

7，161　17．31　　－1．460　　－22．66　　　0．990

7．376　20．84　　－1．499　　－27．21　　　0．993

7．605　16．59　　－1．541　　－21．60　　　0．989

4　　1．461

4　　1．371

4　　1．355

4　　1，344

4　　1．331

4　　1．304

4　　1．306

4　　1．259

4　　1．066

3　　1．523

3　　1．428

3　　L412

3　　1．401

3　　1．387

3　　1．357

3　　1．359

3　　1．311

3　　1．140

4　　1，271

4　　1．231

4　　1．169

4　　1．349

4　　1，460

4　　1．499

4　　1．541

　注）推定にあたっては，最下位階級のデータは切り捨てた．

　　1982年から1988年については，下位2階級のデータを切り

　　捨てての回帰も行った．（自由度が3の回帰がそれ）

　　αが推定されたパレート分布のパラメータ．

原因は土地資産額である．金融資産については，

都市規模や地域による格差はほとんどない．

4．2パレート分布

　パレート分布の分布関数P（∬）は，、P⑰）＝

1一（∬・な）αで与えられる．1n［1－P（の］＝

αln蜘一α1n灘だから，〃＝ln［1－P⑰）］とおき，

〃＝α＋β1n∬＋πを最小二乗法で推計し，β＝

一αの関係を用いれば，パラメータαが推定で

きる．なお，∬。に関しては別途仮定をおく．し

たがって，興味のあるパラメータはαのみとな

る．

　表2にはパレート分布の推計結果が報告され

ている．80年から88年については下位の2階

級を切り捨てた回帰も行っている．一般に，下

位の階級には，相続人の数がぜロだったり，通

常の相続とは異なるような相続が含まれている．

また，課税最低限が据え置かれていて，課税割

合が高くなるような時期には対数正規分布の当

てはまるような世帯が含まれている可能性があ

る．下位階級を切り捨てたのはこれらを避ける

ためである．なお，表からわかるように，必ず

しもαの値は安定していない2）．1990年前後に

はαの値は1．2程度と非常に小さい．しかし，

最近では1．5程度まで上昇している．時系列的

にみても，1980年に1．5程度であり，その後，

1980年代後半の1．3程度まで減少していく．そ

して，バブル期にもっとも低くなり，バブル崩

壊後は1980年頃の値に戻っている．この原因

として，バブル期には課税される割合がかなり

高くなり，したがって，相続税対象資産のうち

に対数正規分布に従うような資産がかなり紛れ，

込んでしまったことが考えられる．

4．3　世代間移転の推計結果

　表3に，（17）式のM（4，σ，のの値と世代間移

転の推計結果がまとめられている．M（4，σ，α）

の値に関するシミュレーションを行ってみると，

ゴやσの値の変化に関してはあまり感応しな

いが，αの値の変化には敏感である3）．表3で

は，αの値は表2における1994年時の推計値

を用いている．μやσの値は表1の（3）から

（5）のケースに相当する値を用いた．表3にお

いては，皿（4，σ，のの値はL3程度である．つ

まり，高額資産保有を考慮せず，対数正規分布

だけで遺産の平均値を求めると30％程度過少

推計になることがわかる．表からわかるように，

妻の消費性向が0の場合，相続を通じた世代間

移転（税込み）の平均値は1994年時点で1億円

を超えている．消費性向が0．5の場合でも，

8000万円から9000万円の世代間移転が存在す

ることがわかる．

5．まとめ

　以上の分析から，1994年時点で1世帯当たり

平均でおよそ1億円の遺産が残されていること

がわかった（なお，遺産の少なくとも70％から

80％は土地資産である）．このことは，家計の

貯蓄行動を説明する理論として，純粋なライフ

サイクル・モデルは適切でないことを意味して
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表3．世代間移転の推計結果

（a） （b） （c）

パラメータ

α
L4999　　　　　1．4999　　　　　1．4999

ゴ 1．6449　　　　　1．6449　　　　　1．6449

μ 8．524　　　　　　8．516　　　　　8．532

σ 1．061　　　　　0．996　　　　　　1．129

．曹　曾　，　F　一　一　一　一　＿　一　冒　曹　雪　一　一　一　一　一　一　一　冒　曹　曹　曹　P　一　一　一　一　一　・　曹　，　，　一　一　一

勉
8β37　　　　　　8，199　　　　　　9，597

〃 1．33　　　　　　　1．37　　　　　　　1．30

c 世代間移転額

0．00 11，796　　　　　11，193　　　　　12，492

0．25 10，322　　　　　　9，794　　　　　10，931

0．50 8，847　　　　　　8，394　　　　　　9β69

0．75 7，373　　　　　　6，995　　　　　　7，808

1．00 5，898　　　　　　5，596　　　　　　6，246

　　　　注）　彿は対数正規分布の場合の遺産の平均

　　　　　値．〃は遣産の平均値が彫の三倍にな
　　　　　るかを示す乗数．cは妻の消費性向．

いる．しかし，これ’はBarro流の遺産動機モデ

ルが適切だということを意味しない．遺産の存

在は，死亡時期の不確実性や病気等の不意の出

費に備えるための貯蓄が事後的に遺産として残

るというモデルとも矛盾しないからである．高

山・麻生・宮地・神谷（1996），麻生・神谷

（1998）は郵政研究所の調査をもとに遺産動機に

関する分析を行っているが，そこでは，Barro

流の遺産動機モデルに従う家計はほとんど存在

せず，ライフサイクノレ的に行動している家計が

大半であることを明らかにしている．したがっ

て，不確実性，土地市場の流動性の低さのため

に事後的に巨額の遺産が残される可能性が強
し、4）．

　さて，この論文での分析によれば，相続税の

対象となるような資産の分布の形状は，パレー

ト分布のパラメータαの値は多少不安定だっ

たものの，驚くほど安定していた．一般の資産

保有者についても資産分布の形状自体が安定し

ているかどうかがわかれば，世代間移転の時系

列的な推移もかなりの精度で推計できるものと

思われる．また，この論文では一般資産保有者

と高額資産保有者の資産分布をやや恣意的に特

定化した．より厳密には，統計的手法を用いて

観察されたデータから分布関数自体を決定すべ

きだろう．これらは今後の課題である．

　　　　　　　　　　　　　（日本大学経済学部）

Appendix　世代間移転額の平均値の計算

　E（BW）は資産分布を表すパラメータで簡単に表
すことができる．ここでは，その導出方法を記述する．

記号の意味は本文と同じである．まず，

　　E（β1〃）一（1／2）μ（助＋μ（・）血

　　　一（・／・）∫㌔’（・・角・）砒

　　　＋（ガ2）五馬面・隠沼

　　　・・∫㌦（鐸＋1・θ，・泌

　　　・・倫・・（・・θ…）ぬ　　（A1）

である．ここで，上式の第1項の積分を計算すると次

の通りになる（ln認＝’とおいて置換積分をする）．た

だし，の（）は標準正規分布関数を表す．

　　　倉・1（謬；μ，σ）ぬ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A2）　　　＝exp（μ十σ2／2）・φ（4一σ）

また，第2項の積分部分は次の通りである．

　　∬・・廊為・肱一・（・一1）一’論

同様の計算より，

　　倉・1（躍：μ十1nθ，σ）ぬ

　　　＝exp（μ十σ2／2）。φ（ol一σ）

　　農・・（£：θコσo，α）ぬ一・（・一・）　1θ・・

（A3）

（A4）

（A5）

を得ることができる．（A2）から（A5）を（A1）に代入し，

さらに，蜘＝exp（μ＋4σ）とθ＝（1－c）／2を用いる

と，

　　E（β研！）＝（1－0／2）exp（μ十σ2／2）

　　・［σ・φ（4一σ）＋γ・α（α一1）“’exp（4σ一σ2／2）］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A6）

を得る．

　注

　＊　この論文は「相続を通じた世代間移転と相続
税」（新潟大学ワーキングペーパー（1995））を修正し，

大幅な書き直しをして完成した．論文の草稿段階から，

多くの方から有益なコメントを頂いた．野口悠紀雄教

授，高山憲之教授，吉野直行教授，橘木俊昭教授，井

堀利宏教授，石川経夫教授，伊藤隆敏教授，深尾京司

助教授からは特に貴重なコメントを頂いた．また，一

橋大学経済研究所における研究会では出席者の方から

非常に多くの有益なコメントを頂いた．

　＊＊　日本大学経済学部助教授．

　1）　1回目と2回目の移転で基礎控除額が異なるの

は，1回目の移転時の方が法定相続人の数が1人多く，

基礎控除額が法定相続人の数に応じて高くなるからで

ある．

　2）　グラフから観察する限りにおいては分布関数は
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安定的のように思えたが，推計結果は必ずしもこのこ

とを支持していない．パラメータの不安定性は，相続

税統計の資産階級の刻みが粗いためかもしれない．

　3）　αの値が低い時期には〃（4，σ，α）の値はかな

り大きくなる．

　4）　戦略的遺産動機や利他主義的遺産動機の場合に

は，相続税制の歪みも巨額の遺産に貢献しているかも

しれない．現行税制のもとでは，小規模宅地の特例や，

土地の相続税評価額が実勢価格と乖離している．この

税制の歪みと土地資産の流動性の低さが，結果として

巨額の遺産を残す行動を誘発しているかもしれない．
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